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パーソナルリラクゼーションサロン｢ＪＡＭＵ｣(平成31年１月開業)
関上綾子さん(戸神町・４期生)

勤め人で現場での経験だけでし

たが、経営に必要なノウハウをす

べて学べ、念願の独立を果たしま

した。卒塾生とのつながりも強く、

励まし合いながらステップアップ

しています。次の目標は本場イン

ドネシアで修行をすることです。

テイクアウト専門お好み焼き｢ＧＯＥＮ｣(年内開業予定)
木暮理恵さん(薄根町・５期生)

得意のお好み焼きで店を構え、

皆に喜んでもらいたいと思い、入

塾。安い費用で計画書の作成指導

や企業訪問、同期や先輩の協力で

ここまでこれました。関西風とい

えば｢ＧＯＥＮ｣と言ってもらえる

店を目指します。

ご　　縁

申し込み・問い合わせ　ぬまた起業塾事務局(産業振興課産業振興係内)☎内線５００３へ

とき ７月４日から来年１月23日、原則隔週土曜日午後

１時～４時15分(全13回)

ところ 沼田市役所

カリキュラムの特色 ３部構成(創業のための専門講

座、ビジネスプランの作成、講話)

対象 市内で創業を志す人、創業後２年程度までの人、

事業承継や第二創業を検討している人

※性別、年齢、学歴、住所不問

受講料 １万円(税込み)

※企業訪問時の交通費や懇親会費などは別途負担

応募方法

提出物 ①簡易履歴書(市ホームページからダウンロー

ド)②志望動機③本市でのビジネスプラン(②③とも

に各500字以内、様式不問)をメール、または郵送

●メール 件名に｢起業塾申し込み｣、本文に｢氏名｣を入

力し、kigyo@city.numata.gunma.jpへ

●郵送 〒378-8501沼田市下之町８８８｢ぬまた起業

塾｣沼田市役所産業振興課内宛て

申込期限 ６月２日(火)必着

その他 書類選考と面接を実施

◆ 開催内容

とき ①５月16日(土)午後２時②５月26日(火)午後７

時のいずれか

ところ 沼田市創業支援センター(テラス沼田６階)

申し込み 電話またはメール(kigyo@city.numata.gun

ma.jp)

※メールは件名に｢起業塾説明会申し込み｣、本文に｢氏

名、説明会希望日｣を入力

１　専門分野に即した講義
起業家養成の経験に長けた中小企業診断士が指導

２　実践で使えることを最重視
起業前後や運営段階まで使えるノウハウを指導

３　徹底したアフターフォロー
終了後は創業支援策の各種制度や地元経営者の紹介、

専門員の無料相談などが受けられます

◆ 事前説明会(必ず参加してください) 起業塾  ３ つの強み

市内で起業や事業の拡大を目指す人を支援する｢ぬまた起業
塾｣６期生を募集します。第一線で活躍する経営者の講義や中小
企業診断士の実践に即したビジネスプランの作成指導を塾の目
玉とし、起業などに必要な知識やノウハウを取得できます。

中小企業を応援！各種助成などのご案内

市内の中小企業などが、自社製品や新技術など、

新たな販路開拓のための出展に対する費用の一部を

助成します。

対象 市内に主たる事業所を有する中小企業者、ま

たは各種中小企業団体

対象事業 新たな取引先や事業提携先を開拓するた

め、市外で開催される展示会などに出展する事業

製品やその見本、カタログなどの展示を伴う見本

市・商談会など

※販売目的のためのイベントや品評会などの出展は

対象外

対象経費 展示会主催者へ直接支払う経費(例：小間

料、ブース賃借料や出店負担金、展示装飾費、備

品借上料など)

補助額 対象経費の２分の１以内

※年間上限30万円

申込方法 所定の用紙に記入し提出

申し込み・問い合わせ 産業振興課商工振興係☎内

線５００４へ

沼田市中小企業支社製品等
販路開拓支援事業費補助金制度

男性の育児参加や女性の社会進出を推進するた

め、育児休業などを取得した労働者を雇用する市内

の中小企業者に奨励金を交付します。

交付額 下表のとおり

申込方法 労働者が職場復帰して１カ月を経過した

日から２カ月以内、または当該年度の３月31日の早

い日までに、所定の用紙に必要書類を添付し提出

※対象労働者が男性の場合は、上記の３倍の額とする

申し込み・問い合わせ 産業振興課商工振興係☎内

線５００４へ

沼田市ママ・パパの子育てを応援
する企業奨励金

障害者雇用を促進するため、国の特定就職困難者

雇用開発助成金制度を活用し、障がいのある人を雇

用する市内の中小企業者に奨励金を交付します。

対象労働者 下表に該当し、雇い入れ日現在の満年

齢が65歳未満で、市内に在住する人

申込方法 所定の用紙に必要書類を添付し、国の支

給決定通知書を受けた日から30日以内に提出

申し込み・問い合わせ 産業振興課商工振興係☎内

線５００５へ

特定求職者雇用企業奨励金制度

幅広い雇用の拡大に向けて、国の試行雇用奨励金

制度を活用し、原則３カ月間試行的に雇用する市内

の中小企業者に奨励金を交付します。

対象労働者 市内在住の65歳未満の人、または障が

いのある人で、国が実施する試行雇用奨励金制度

により試行的に雇用された人

奨励額 １人につき月額１万2,500円

※最大３カ月間

申込方法 トライアル雇用事業終了後、国の支給決

定通知を受けた日から30日以内に、所定の用紙に

必要書類を添付し提出

申し込み・問い合わせ 産業振興課商工振興係☎内

線５００５へ

トライアル雇用支援奨励金制度

※６カ月ごとに交付。()は短時間労働者(１週間の所定労働時間が
20時間以上30時間未満)

対象労働者

障害者雇用促進法第２条第２
号、または４号に規定する身
体障害者、知的障害者

18万円
(９万円)

36万円
(18万円)

１～２期
各９万円

(各4.5万円)

１～３期
各12万円

(各６万円)

１年

１年
６カ月

障害者雇用促進法第２条第３
号に規定する重度身体障害者

障害者雇用促進法第２条第５
号に規定する重度知的障害者

障害者雇用促進法第２条第６
号に規定する精神障害者

交付額 期間 期間ごとの
交付額

育児休業など取得期間 金額
５日以上１カ月未満
１カ月以上３カ月未満
３カ月以上６カ月未満

１万円
３万円
５万円

育児休業など取得期間 金額
６カ月以上９カ月未満
９カ月以上12カ月未満
12カ月以上

８万円
10万円
12万円


